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研究成果の概要： 
 半溶融鍛造では、加工の成否と製品性状に液相率が大きく左右する。そのため、液相率の制

御はきわめて重要である。本研究では、半溶融加熱に必要なデータを得る示差熱分析に工夫を

行ない、溶融開始温度と完了温度のほか、半溶融温度域での液相率の温度変化の測定を可能と

した。これにより、抵抗加熱での投入電力量と液相率の関係付けが温度を介して可能になり、

実用アルミニウム合金の抵抗半溶融加熱における液相率の高精度な制御が可能になった。 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 半溶融鍛造は、液相の存在によって流動
抵抗が著しく減少するので、通常の固体状態
での鍛造に比べ加工力を大幅に低減できる
利点がある。一方、鋳造に比べ液相の量が少
ないので、凝固収縮が小さく、鋳造に比べ欠
陥の少ない成形品が得られる。このように鍛
造と鋳造の中間的な加工法である半溶融鍛
造は、通常の鍛造より、より複雑形状で、鋳
造よりより欠陥の少ない成形品が得られる
加工法として注目されている。 
(2) アルミニウム合金に対する半溶融鍛造

の適用に限って言及すれば、現状では、組成
がJIS規格のAC４Cに近いA357のみである。
これは、この材料の半溶融鍛造に適当な液相
率が加熱温度によって比較的容易に得られ
るためであり、その組織も半溶融鍛造に適し
たものに調整されている。 
(3) アルミニウム合金でも半溶融温度域の
広い合金では、液相率を温度によって制御す
ることも可能であるが、温度域の狭い合金で
は、温度による制御が難しい。純金属や共晶
組成の２元共晶合金では半溶融温度域が存
在しないので、温度による液相率の制御は理
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論的に無理である。 
(4)  直接通電による抵抗加熱では、温度に
よる液相率の制御が困難な材料に対しても
投入電力量による液相率の制御が可能であ
るため、抵抗加熱を素材加熱に利用する半溶
融鍛造法の開発が行なわれている。この方法
では、鍛造金型内で素材を所定の液相率に抵
抗加熱し、加熱完了と同時に鍛造を行うので、
現行法での半溶融素材の加熱炉から鍛造プ
レスへの搬送が不要という利点がある。 
(5) アルミニウム合金に限られるわけでは
ないが、半溶融鍛造では鍛造時の液相率が加
工の成否を支配し、製品性状に大きく影響す
る。したがって、液相率の高精度な制御方法
の確立は品質の安定確保に欠かせない。 
(6) 現状のアルミニウム合金の半溶融鍛造
は適用材料が A357 合金（JIS 規格 AC4C にほ
ぼ相当）に限られている。これは液相率を温
度で制御しているためであり、逆共晶反応直
上の温度に加熱することで、この材料の半溶
融鍛造に適した液相率が得られることによ
る。しかし、このような温度制御に固執する
限り、アルミニウム合金における半溶融鍛造
の応用は限られる。これに対し、投入電力量
で液相率が制御可能な抵抗加熱を利用する
半溶融鍛造法は、適用材料に何ら制限を課さ
ない。したがって、その応用展開は無限とい
える。しかしながら、抵抗加熱において液相
率を高い精度で制御する具体的方法が確立
されていない。 
 

２．研究の目的 
 加熱時間の短い抵抗加熱では、投入電力量

によって加熱温度の制御ができることは言

うまでもなく、温度では液相率の制御が困難

な半溶融温度域の狭い合金での液相率の制

御も原理的に可能である。しかし、その具体

的な方法については、現在のところ、確立さ

れていない。そこで本研究では、抵抗加熱を

利用するアルミニウム合金の半溶融鍛造で

の高精度な液相率制御方法の確立を最終目

標に、以下に示す２方法について実験を行い、

投入電力量と液相率の関係付けの方法を検

討し、その確立を目指した。 

(1) 丸棒試験片の抵抗加熱による直接的な

投入電力量と液相率の関係付け 

(2) 液相率と加熱温度の関係、加熱温度と投

入電力量の関係から、温度を介しての間接的

な投入電力量と液相率の関連付け 

 

３．研究の方法 
半溶融鍛造素材の液相率と投入電力量の

関係が明らかになれば、抵抗加熱による液相

率の制御が可能になる。そこで丸棒試験片を

用い、抵抗加熱によって試験片の加熱を行い、

試験片の電気抵抗率を測定し、電気抵抗率と

液相率の関連付けから液相率と投入電力量

の直接的関係付けが可能か、実験により検討

した。しかし、この当初計画の方法では、試

験片に流す大電流によってピンチ効果が現

れ、それによって試験片に破断が生じ、およ

そ 10％までの低い液相率に対してしか、液相

率と投入電力量の関係付けができなかった。 

半溶融温度域の特定には、通常、示差熱分

析が利用されるが、この示差熱分析において

液相率の温度変化が測定できれば、抵抗加熱

での加熱温度と投入電力量の関係を調べる

ことは容易であるので、温度を介して、液相

率と投入電力量の関係付けが可能になる。そ

こで、示差熱分析に、その原理に基づいた工

夫を行い、示差熱分析から半溶融温度域での

液相率の温度変化が測定できないか、典型的

な実用アルミニウム合金に対して実験を行

い、各合金について半溶融温度域と液相率の

温度変化を調べた。また、工夫した示差熱分

析で得られる液相率の温度変化が妥当なも

のであるか、示差熱分析実験に並行して電気

抵抗率の温度変化を測定し、示差熱分析によ

って得られた液相率の温度変化から推定さ

れる電気抵抗率と比較した。以下に、示差熱

分析による液相率の温度変化の測定と示差

熱分析で得られた液相率の温度変化が妥当

なものであるか検証するために行った電気

抵抗率の温度変化の測定について、その方法

を述べる。 

(1) 示差熱分析による液相率の温度変化の

測定 

示差熱分析は、物質の変態に伴う熱の出入

りを参照試料との温度差の変化として捉え、

変態点の特定に用いられる一般的な熱分析

法であり、半溶融温度域の決定に対しても有

用な方法である。もし、この示差熱分析にお

いて、変態にともなう熱の移動量を定量的に

捉えることができれば、半溶融温度域での液

相率の温度変化の測定も可能になると考え

る。以下に、その根拠について説明する。 

図１に、固体の金属材料が溶け始め、やが

て完全に溶けて、液体になるあたりまでの示

差熱分析での試料、参照試料、試料まわりの

温度の時間変化（図(a)）、試料と参照試料の

温度差の時間変化（図(b)）、温度差の試料温

度に対する変化（図(c)）を模式的に示す。

示差熱分析では図(c)での特異点から試料の

変態点を特定するが、溶融にともなう吸熱で

生じる温度差とそのときの熱移動を考える

と、図(b)の固体および液体状態での温度差

TΔ は試料の固体および液体状態での比熱に

関係するものであり、固体状態と液体状態を



結んだ図中の破線と温度差 TΔ との差 'TΔ は

溶融潜熱に関係したものといえる。もし、半

溶融温度範囲において熱伝達率を一定とみ

なすことができれば、半溶融温度域内の温度

T における液相質量率 )(Tf L は次式で与えら

れる。 

∫
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ここで、 t、 St 、 Lt は試料が温度T 、固相線

温度（溶融開始温度） ST 、液相線温度（溶融

完了温度） LT にそれぞれ達した時刻である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 示差熱分析における(a)試料、参照試料、

周囲の温度の時間変化、(b)試料と参照試

料の温度差の時間変化、(c)温度差の試料

温度に対するプロット 

 
以下に、示差熱分析実験に用いた装置と方

法について述べる。 

図２に、実験に用いた装置の試料まわりの

様子を示す。純銅の円柱ブロック（直径 30、

高さ 35）に SUS304 製の試料ホルダー（外径

10、内径 9.4、長さ 20、底厚 1）が納まるポ

ケット（直径 10.3、深さ 25）を２つ設け、

１つの試料ホルダーには測定試料であるア

ルミニウム合金（直径 9、長さ 12）、もう１

つには参照試料として純銅（直径 9、長さ 12）

を入れた。なお測定試料と参照試料の上端面

には、中心に直径 0.7 のドリル穴を深さ 3mm

あけ、そこに線径 0.1 の K種熱電対を差し込

んだ。このようにして試料をセットし、ポケ

ットを純銅の蓋（直径 30、厚さ 8）で塞いだ

後、円柱ブロック本体を一端封じの石英管に

入れ、真空に引いた後、外から電気炉にて一

定速度で昇温し、試料温度、参照試料温度、

試料と参照試料の温度差を、一定の時間間隔

で測定し、データをパソコンに取り込んだ。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 示差熱分析実験装置の試料まわりの模式

図 
 

(2) 半溶融状態における電気抵抗率の温度

変化の測定 

金属の電気抵抗率は固体状態と液体状態

では２倍ほどの違いがあるため、半溶融温度

域で液相率が変化すれば、それは電気抵抗率

の変化として現れる。つまり電気抵抗率の温

度変化は液相率の温度変化を反映している

といえる。しかし半溶融状態の電気抵抗率は、

同じ液相率でも、固体と液体の分布形態によ

り異なる。ここで、固相と液相が層状に分布

していると仮定して、電流が層に対して垂直

に流れる場合（直列）と平行に流れる場合（並

列）の電気抵抗率 SSρ について考えると、そ

れは、液相体積率 Lf に対して、つぎのように

与えられる。 

直列の場合 SLLLSS ff ρρρ )1( −+=  

並列の場合 
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ここで、 Sρ 、 Lρ はそれぞれ固相と液相の電

気抵抗率である。 

図３に、液相の電気抵抗率が固相のそれの

２倍であると仮定して求めた半溶融状態で

の電気抵抗率の液相体積率による変化を示

す。固相と液相が層状に分布していると仮定

しても、それに流れる電流の方向（直列と並

列）によって、液相率による電気抵抗率の変

化が異なる。直列と並列のモデルは両極端で

あり、実際の電気抵抗率は両者の中間にある

と考えられる。そこで、両者の相加平均と相

乗平均での変化も示した。相加平均と相乗平

均での変化は、相対誤差１％以下で、ほとん

ど同じであり、大差がない。固相が液相中に

分散していると仮定した場合も、図には示し

ていないが、その変化はほぼ相加平均あるい 
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図３ 半溶融状態における電気抵抗率の液相体

積率による変化 

 

は相乗平均と同じである。 

示差熱分析から得られる液相率の温度変

化が妥当なものであるか検証するために行

った半溶融状態での電気抵抗率の実測値と

液相率からの推定値の比較においては、液相

率からの電気抵抗率の推定を、以下の仮定の

もとで行った。①半溶融状態の電気抵抗率は、

固相と液相は層状構造をとり、それらが電気

的に直列回路と並列回路を構成していると

したそれぞれの電気抵抗率の相加平均で与

えられる。②固相と液相の密度は同じ、すな

わち液相質量率は液相体積率に等しい。③半

溶融状態での固相と液相の電気抵抗率は、そ

れぞれ、半溶融温度域前後の固体および液体

状態の電気抵抗率の半溶融温度域への直線

外挿で与えられる。 

以下に、半溶融状態での電気抵抗率の測定

実験に用いた装置と方法について述べる。 

図４に、電気抵抗測定部の模式図を示す。溶

融しても試験片の形状を保つべく、透明石英

管（内径 3.6、長さ 45）に丸棒試験片（直径

3.50～3.53、長さ 40）を入れる構造とした。

電圧検出端子間距離は 30mm とし、石英管に

直径 0.7 の穴をあけ、そこから試験片にもあ

けた直径 0.7 の穴に線径 0.2 の K種熱電対を

差し込み、試験片の温度と電気抵抗測定のた

めの電圧を測定した。電気抵抗測定用の電流

は試料の両端に直径 3.5mmの純ニッケルの丸

棒をばねで押し付け、そこから 2.0A の直流

電流を流した。このように準備した測定部を

一端封じの石英管に入れ、真空に引き、電気

炉にて一定の昇温速度で加熱しながら、２箇

所の熱電対で試験片の温度と、熱電対の同種

の線材間に生じる電圧を一定の時間間隔で

測定し、データをパソコンに取り込んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 電気抵抗測定部の模式図 

 

４．研究成果 

(1) 工夫した示差熱分析による液相質量率

の温度変化の測定例 

図５に、半溶融鍛造用アルミニウム合金

A357（組成は Al-Si 亜共晶合金をベースとす

る JIS 規格の AC4C に近い）に対する測定結

果を示す。試料と参照試料の温度差の試料温

度に対するプロット（図(a)）からは、固相

線温度（溶融開始温度） ST を 560℃、液相線

温度（溶融完了温度） LT を 615℃と特定でき

るが、577℃も特異点として捉えられる。図

５(b)は温度差を経過時間に対してプロット

したものである。これに式（1）を適用する

と、図(a)に示す液相率の温度変化が得られ

る。２元合金ではないので逆共晶反応は、一

定の温度でなく、特異点として捉えられた

577℃までの温度範囲で起っている。液相率

は、約 45％までは温度に対して急激な増加を、

その後は緩やかな増加を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ A357 合金の示差熱分析結果 

 

 図６に、A5056 での測定結果を示す。共晶

反応は関与しないので、試料と参照試料の温
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度差の試料温度に対するプロットも比較的

単調で、固相線温度 ST は 573℃、液相線温度

LT は 633℃と特定できる。この合金の液相率

の温度変化は、溶融初期の段階では緩やかで、

完了に向かって急になっている。この挙動は、

A5056 がベースとする Al-Mg２元状態図から

予想される挙動とも定性的に一致する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６ A5056 合金の示差熱分析結果 

 

表１に、示差熱分析によって測定された幾

つかの実用アルミニウム合金に対する半溶

融温度域を示す。JIS 規格の実用合金といえ

ども組成に許容幅があるので、半溶融温度域

は文献値と完全には一致していないが、ほぼ

文献値と同じである。 

 

表１ 示差熱分析によって測定されたアルミニウ

ム合金の半溶融温度域 

半溶融温度域(℃) アルミニ

ウム合金 実測値  文献値＊） 
A1070 
A2017 
A5056 
A6061 
A7075 

643-656 
513-642 
573-633 
585-650 
535-632 

646-657 
513-640 
568-638 
582-652 
532-635 

＊：アルミニウムの組織と性質，軽金属学会 
 
(2) 液相率から推定した電気抵抗率と実測

値との比較 

 図７に、A357 での液相率の温度変化から推

定された電気抵抗率の温度変化（実線）と実

測値（破線）との比較を示す。両者は良い一

致を示している。 

図８に、A5056 での比較を示す。この場合

も、両者の一致はかなり良い。 

これらの結果は、示差熱分析で得られる液

相率の温度変化が妥当なものであることを

示しているといえる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７ A357 での電気抵抗率の推定値と実測値

の比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ A5056 での電気抵抗率の推定値と実測値

の比較 
 

(3) まとめ 

 以上に述べた実験的研究を通して、アルミ

ニウム合金素材の抵抗半溶融加熱における

液相率制御の高精度化に対してきわめて有

用な、下記の知見を得ることができた。 

① 物質の変態点の特定に一般的に用いられ

ている示差熱分析での収録データの整理を

工夫することにより、被試験体の溶融開始温

度および溶融完了温度に加えて、半溶融温度

域での液相率の温度変化の測定も可能であ

る。 

② ①の知見により、示差熱分析によって半

溶融鍛造素材に対する液相率の温度依存性

がわかるので、具体的な素材の抵抗加熱にお

ける投入電力量の利用率を予め調べておき、

これを考慮した投入電力量の設定を行うこ

とで、所望の液相率の半溶融素材を抵抗加熱

で得ることができる。具体的には、つぎのよ
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うに投入電力量を設定する。半溶融温度域が

広い素材に対しては、液相率と加熱温度の関

係が既知であるので、所望の液相率の加熱温

度が得られる値に設定する。また、半溶融温

度域が狭い素材に対しては、前記の方法では、

加熱温度が少し変化しても液相率が大きく

変化するので、この場合には、素材を溶融開

始温度（液相率 0=Lf ）と溶融完了温度

（ 1=Lf ）にそれぞれ加熱するのに必要な投

入電力量を予め調べておき、半溶融温度域が

狭い場合には、比熱に比べ溶融潜熱が支配的

になるので、液相の生成量は入熱量に比例す

るとして、所望の液相率が得られる値に設定

する。 

 本研究によって得られた①の知見は、アル

ミニウム合金の半溶融加熱に不可欠な半溶

融温度域と液相率の温度変化が１回の示差

熱分析で容易に求まることを示しており、き

わめて簡便な方法が開発されたといえる。こ

れにより液相率の把握がきわめて容易にな

ることから、半溶融加工における製品性状へ

の液相率の影響も調査し易くなり、実用アル

ミニウム合金への半溶融加工の拡張的応用

が期待される。 

 なお、これらの成果は、平成 20 年度およ

び平成 21 年度塑性加工春季講演会の講演論

文としてまとめて公表するとともに、半溶

融・半凝固のセッションにて口頭発表した。 
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